
融合問題②
（出題年度別）



令和３年

〔Ｎｏ．20〕次の記述のうち、建築基準法上、誤っているものはどれか。 

1 ．都市計画において建築物の高さの限度が 10 mと定められた田園住居地域内においては、その 敷地内に政令で定める
空地を有し、かつ、その敷地面積が政令で定める規模以上である建築物 であって、特定行政庁が低層住宅に係る良好な住
居の環境を害するおそれがないと認めるもの については、建築物の高さの限度は、12 mとすることができる。 

2 ．地区計画等の区域内における建築物の敷地が特定行政庁の指定した予定道路に接する場合、特定行政庁の許可を受
けることなく、当該予定道路を前面道路とみなして建築物の容積率の規定を適用することができる。 

3 ．共同住宅が建築基準法第 22 条第 1 項の市街地の区域の内外にわたる場合においては、その全部について同項の市
街地の区域内の建築物に関する規定を適用する。 

4 ．建築協定区域内の土地の所有者で当該建築協定の効力が及ばないものは、建築協定の認可等の公告のあった日以後
いつでも、特定行政庁に対して書面でその意思を表示することによって、 当該建築協定に加わることができる。

2



令和３年

〔Ｎｏ．21〕次の記述のうち、建築基準法上、誤っているものはどれか。

 1 ．木造、延べ面積 1,200 m2 の事務所は、その外壁及び軒裏で延焼のおそれのある部分を防火構造としなければならない。

 2 ．「構造耐力上主要な部分に使用する木材の品質は、節、腐れ、繊維の傾斜、丸身等による耐力上の欠点がないもので
なければならない。」とする規定は、「耐久性等関係規定」に該当する。

 3 ．一級建築士の設計に係る木造、延べ面積 120 m2 、高さ 9 m、地上 2 階建ての一戸建て住宅においては、建築物の建
築に関する確認の特例により、建築基準法令の規定の一部が審査から除外 される場合であっても、当該規定は遵守されな
ければならない。

 4 ．木造、地上 2 階建ての一戸建て住宅において、土台の過半について行う修繕は、「大規模の修 繕」に該当する
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令和２年

〔Ｎｏ．19〕次の記述のうち、建築基準法上、誤っているものはどれか。 

1 ．小学校の教室の窓その他の開口部で採光に有効な部分の面積の算定に当たっては、原則として、 用途地域等の区分に
応じ、計算した採光補正係数を用いる。 

2 ．一団地内に建築される 1 又は 2 以上の構えを成す建築物のうち、特定行政庁がその位置及び構造が安全上、防火上及
び衛生上支障がないと認めるものに対する用途地域等の規定の適用については、当該一団地を当該 1 又は 2 以上の建築
物の一の敷地とみなす。 

3 ．特定行政庁が建築審査会の同意を得て許可した歩廊の柱は、壁面線を越えて建築することがで きる。 

4 ．建築主は、指定確認検査機関から建築物の用途の変更に係る確認済証の交付を受けた場合において、工事を完了した
ときは、工事完了届を建築主事に届け出なければならない。
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令和２年

〔Ｎｏ．27〕防火地域及び準防火地域以外の地域における建築物の用途の変更に関する次の記述のうち、建築基準法上、
誤っているものはどれか。ただし、増築、大規模の修繕又は大規模の模様替を伴わないものとする。

 1 ．延べ面積 150 m2 、高さ 15 m、地上 3 階建ての「一戸建ての住宅（耐火建築物及び準耐火建築物 以外の建築物）」を

「旅館」に用途変更しようとする場合、有効かつ速やかに火災の発生を感知して報知できるものとする技術的基準に従って
警報設備を設置すれば、主要構造部を耐火構造とする必要はない。

 2 ．延べ面積 150 m2 の「一戸建ての住宅」を「物品販売業を営む店舗」に用途変更しようとする場合、 所定の基準に適合さ
せる必要があるが、用途変更に伴う確認済証の交付を受ける必要はない。

 3 ．建築基準法第 3 条第 2 項の規定により排煙設備の規定の適用を受けない「事務所」について、 2 以上の工事に分けて

「飲食店」とするための用途変更に伴う工事を行う場合、特定行政庁による工事に係る全体計画の認定を受けていれば、い
ずれの工事の完了後であっても、現行基準に適合するように排煙設備を設置するための改修を行う必要はない。 

4 ．既存建築物の用途を変更して、国際的な規模の競技会を行うための「特別興行場等」として利用 する場合、特定行政庁
の許可を受けることにより、建築基準法第 21 条及び第 27 条の規定に基づく主要構造部に対する規制等を受けることなく、
一年を超えて使用することができる。
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令和１年

〔Ｎｏ．19〕次の記述のうち、建築基準法上、誤っているものはどれか。

1 ．建築基準法令の規定による指定確認検査機関の処分についての審査請求は、当該処分に係る建築物について建築確
認をする権限を有する建築主事が置かれた市町村又は都道府県の建築審査 会に対してすることができる。 

2 ．エレベーターの昇降路の部分又は共同住宅若しくは老人ホーム等の共用の廊下若しくは階段の用に供する部分の床面
積が、当該建築物の床面積の合計の 1 3 を超える場合においては、当該 床面積の 1 3 を限度として、建築物の容積率の算
定の基礎となる延べ面積に算入しないものと する。

 3 ．地盤が軟弱な区域として特定行政庁が規則で指定した区域外において、平家建ての木造の住宅で足固めを使用した場
合は、構造耐力上主要な部分である柱で最下階の部分に使用するものの 下部に土台を設けなくてもよい。

 4 ．都市計画区域内においては、火葬場は、都市計画においてその敷地の位置が決定していない場合であっても、特定行
政庁が都市計画審議会の議を経てその敷地の位置が都市計画上支障がな いと認めて許可した場合においては、新築する
ことができる。
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平成29年

〔N o．20〕 次の記述のうち、建築基準法上、誤っているものはどれか。ただし、特定行 政庁の許可は考慮しないものとする。

 １．建築基準法第 22条第１項の市街地の区域の内外にわたる共同住宅の屋根の構造は、 その全部について、同項の規定
の適用を受け、通常の火災を想定した火の粉による 火災の発生を防止するために屋根に必要とされる所定の性能を有する
ものとしなければならない。 

２．一団地内に建築される１又は２以上の構えを成す建築物のうち、特定行政庁がその 位置及び構造が安全上、防火上及
び衛生上支障がないと認めるものに対する用途地 域の規定の適用については、当該一団地は一の敷地とみなされる。 

３．都市計画において建築物の高さの限度が 10mと定められた第一種低層住居専用地 域内においては、所定の要件に適
合する建築物であって、特定行政庁が低層住宅に 係る良好な住居の環境を害するおそれがないと認めるものについては、
建築物の高さの限度は、12mとすることができる。 

４．地階を除く階数が 11以上である建築物の屋上に設ける冷房のための冷却塔設備は、 防火上支障がないものとして国土
交通大臣が定めた構造方法を用いる場合において は、主要な部分を不燃材料以外の材料で造ることができる。
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